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 本論文では、21 世紀の世界で注目されているオフショアリング、特に ICT オ
フショア・アウトソーシング事情を、ベトナムのケースを通して明らかにする。 






















































3. ベトナムの ICT オフショア・アウトソーシングの概要と特徴 
 ガートナーが実施した 2014 年度の調査には、ベトナムが「オフショア・サー








も高い。2011 年ベトナムの日本へのソフトウェア輸出額は 1,800 万ドルに達し
た。これはベトナムが開発したソフトウェアの 10％に相当する額である(1)。 
 ベトナムの ICT 事情も急激に改善されている。固定電話回線および ADSL 高
速インターネット基盤は主に都市部に普及しているが、最近市場に参入した新た
な通信会社がその普及をさらに促進している。また、ソフトウェアパークのよう
な ICT 関連施設の整備もベトナムに参入する外資系 ICT 関連会社の数を増大さ
せている。 











最高ランクのレベル 5 を取得しているベトナム企業が 2014 年まで 5 社、レベル






ベトナム、GCS（Global Science Soft）などのベトナム大手 IT 企業はモビリテ
ィ、クラウドコンピューティングなどに関するソフトウェアの研究開発を目指し
ている。 




上述のFPT ソフトウェア、CSC ベトナム、GCS、TMA ソリューションズの 4 社
が突出している。ベトナム国内の大型システム開発案件の受注はこのトップ 4 に
よって独占されているのが現状である。 
 トップ 4 以外に、ベトナムには「ベトナムソフトウェア協会」（VIetNAm 
4 
 
Software Association：VINASA）がある。当協会は 2002 年 4 月に設立され、
150 社が加入している。メンバー企業にはベトナムを代表するソフトウェア会社
以外に、一部のハードウェア会社や通信会社も加入している。 













4. ベトナムの ICT 企業と日本とのかかわり 
 「各国の IT 市場規模（2009）」によると、世界の IT サービス市場は米国が約













 日本の IT 企業のベトナム進出は 2001 年に遡る。当時、三谷産業株式会社(3)が
ソフトウェア開発拠点 Aureole Information Technology Inc（AIT）をホーチミ
ンに設立した。AIT は、ソフトウェア開発をビジネスの基本にし、三谷産業グル
ープからの受注以外に、当グループ以外からの受注もしている(4)。 





















て圧倒的なシェアを有するものの、2010 年の 84.9％から 2011 年の 78.1％へと
減少し、8 割を切ってしまった。これとは対照に、ベトナムは相手国としての存




年度 中国 インド ベトナム 
2007 82.3％ 30.6％ 12.9％ 
2008 83.8％ 16.7％ 13.9％ 
2009 80.3％ 13.2％ 15.8％ 
2010 84.9％ 13.7％ 17.8％ 
2011 78.1％ 13.7％ 23.3％ 













































もある（税所，2010）。NEC ソフトは、2006 年 6 月にソフト開発のために設立





































































5. ベトナムの ICT オフショア・アウトソーシングトップ企業 
 ―FPT ソフトウェアの事例 
 1) FPT ソフトウェアの概要 
 FPT ソフトウェアは、FPT コーポレーショングループの会社として、1999 年
1 月に創設された。創業の目的はまさにソフトウェア・アウトソーシング・ビジ
ネスへの参入である｡ 
 1999 年にFPT コーポレーションがカナダのWinsoft 会社と契約を結び、ソフ
トウェア・アウトソーシング・ビジネスの獲得に成功した。この成功を機にFPT
ソフトウェアが創設され、アウトソーシングに向けた動きも本格化した。 
 FPT ソフトウェア社が設立した 15 年の間に、ベトナムの 4 大都市をはじめ、
日本、東南アジア、アメリカ、ヨーロッパ、オーストラリアなど、主要 IT 市場に
活動拠点を築き、2005 年から 2013 年までの売上高は 10 倍以上増大し、2011 年
から 2013 年までの年間成長率はそれぞれ 34％、31％、22％となっている(5)。2013
年度のソフトウェア開発の売上高は 101 億円で、その約半分は日本向けで占めて
いる。2014 年 12 月現在の従業員数は 7,000 人である。そのうち、日常的に日本
語を使える技術者は約 2,500 人で、日本語で要件定義できる技術者が約 600 人で






 2013 年度 FPT ソフトウェア社の地域・国別売上比率は、高い順に日本 52％、
米国 27％、アジア太平洋地域 12％、欧州 9％となっている。今後も日本向けのシ
ェアをFPT の売上高全体の半分以上に維持していく方針である。 
 
 2) 日本市場向けの取り組み 
 FPT ソフトウェア社はまず、技術革新と品質保証によって日本市場への参入を
図った。同社は主に Microsoft と Java という 2 つの技術グループに分かれてい
る。Microsoft 技術グループには Microsoft に関する Windows、NET、Visual 












年に FPT ソフトウェア社は ISO9001 を獲得し、2006 年には CMMI5 を獲得し






















 3) BrSE 育成と FPT 大学の創設 








ムの効果が高く、日本語能力試験レベル 4 の合格者比率は 100％で、レベル 2 の
合格者は 65％に達している」と語っている(8)。2014 年には BrSE 育成プログラ
ムの規模をさらに拡大し、1 万人の BrSE 育成プログラムを導入した。2015 年
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BrSE 育成プログラムを修了した技術者は 700 名に達している。FPT ソフトウェ
ア社は今、ハノイ工科大学に次ぐベトナム第二の日本語 BrSE 養成所となってい
る（経済産業省，2015）。 
 FPT ソフトウェア社の人材供給を支えているのは、FPT グループ傘下の FPT
大学である。ベトナムでは日本語ができるソフトウェア技術者が圧倒的に不足し
ているうえ、大学のソフトウェア工学系学部の教育内容と実際のビジネスで必要
な IT スキルとの間のギャップが大きい。FPT グループには、これら問題を解決
する目的で 2006 年 9 月に FPT 大学を創設した。ベトナム最大の IT 技術者教育
機関として、FPT 大学がハノイ、ホーチミン、ダナンにそれぞれキャンパスを構
えている。また、FPT 大学は企業が大学を設立するベトナム初のケースでもある。 
 FPT 大学には ICT や経営関係の学部を持ち、4 年制コースを設けている。2013
年の全学生数は 16,000 人で、卒業生の就職率は 97％である。卒業生内の 45％が
FPT に就職し、11％が海外で働いている(9)。イギリスの大学評価機関「クアクア
レリ・シモンズ社（Quacquarelli Symonds：QS）」はFPT 大学を教学面で 5 つ







2 年間は基礎学習、4－8 か月でOJT、残りの時間は専門学習となる。 
 以上のように、BrSE 育成プログラムの導入及びFPT 大学創設などの取り組み
によって、最大の課題だった日本語でのコミュニケーション問題は徐々に解決さ
れるようになった。 
 FPT ソフトウェア社は 2005 年に同社初の海外法人として、FPT ジャパンを東
京に設立した。2014 年 12 月末現在、FPT ジャパンの従業員数は 279 人で、そ
















 本論文では、ベトナムの ICT オフショア・アウトソーシングの概要、発展要因
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